
	1	 はじめに
インフラ、中でも橋梁の老朽化は社会問題の一つとなって
いる。例えば建設後50年を経過した橋梁の割合は今後10年間
で現在の2割から4割と急増する。特に橋長15m未満の橋梁
ではその約半数が建設後50年を経過すると推定されている。
これは昭和30年から50年にかけて建設された橋梁が橋梁数
の26％を占めていることに起因する1）。
これに対して国は道路法施行規則の一部改正（H26.3.31公
布、H26.7.1施行）を行い、道路橋（約70万橋）に対する5年に
1回の近接目視点検の実施を規定した。しかしながら平成26年
度における点検の実施率は全体の10％にとどまっており、計画
通りの点検の実施が困難である可能性が指摘されている。特に
市町村の管理する橋梁に関しては実施率が約7％となっており、
国の直轄の橋梁の点検率15％に対して遅れが顕著である。これ
は、市町村が国内の約70％の橋梁を保有しているのにもかかわ
らず財源や技術者の数が十分でないということに原因がある。
この財源や人員の不足の解決策の一つとして期待されてい
るのが橋梁点検に対するロボット技術の適用である。ロボッ
ト技術の導入は、点検の効率化だけではなく点検の均質化に
も寄与できると考えられており、実現すればその効果は大き
い。このため、国土交通省が発表したインフラ長寿命化基本
計画 2）においても、ICT（Information and Communication 

Technology）、ロボット等の新技術の開発・導入が施策の一つ
として盛り込まれている。
ロボット技術の中でも注目されているのがドローンである。
ドローンはその優れた機動性により近年アプリケーションの
場が広がっており、製品と運用の両面において市場が急速に
拡大している。橋梁の点検に関してもアクセス性の悪い環境
下における点検の支援用ツールとしての期待が大きい。
このような背景の下、国土交通省は経済産業省と連携して

平成26年度と平成27年度に次世代インフラ用ロボット技術・
ロボットシステムを一般から公募し、現場実証試験を行った。
川田テクノロジーズ株式会社を中心とする研究開発コンソー
シアムも平成26年と平成27年の両年に現場実証試験に参加
し評価を受けた。川田テクノロジーズ株式会社は、平成26年
度から平成27年度にかけて、国立研究開発法人新エネルギー・
産業技術総合開発機構（以下、NEDO）の委託研究としてマル
チコプタ（以下、ドローンと区別せずに用いる）を利用した橋
梁点検システムの研究開発を行っており、上述の現場実証試
験は、その開発成果を評価する目的で参加した。
本稿では、平成27年度に行われた国交省実証試験について、
プロジェクト全体を概観すると同時に、当社の実施した実証
試験の内容を交えながら、橋梁点検に対するドローン適用の
期待と課題について説明する。
なおこの研究開発は、川田テクノロジーズ株式会社が、株式
会社エンルート、大日本コンサルタント株式会社及び国立研究
開発法人産業技術総合研究所と共同で実施したものである。

	2	 �次世代社会インフラ用ロボット現場
検証プロジェクトの概要

国土交通省及び経済産業省は、インフラ点検を効果的・効
率的に行い、また災害現場の調査や応急復旧を迅速かつ的確
に実施する、実用性の高いロボットの開発・導入を促進する
目的で、次世代インフラ用ロボット現場検証プロジェクト（以
下、国交省実証試験）を平成26年度と27年度に実施した。
平成27年度は現場検証の2年目であり、維持管理・災害対
応の両分野に合わせて70技術が参加した。
このうち橋梁分野では、橋梁の近接目視、点検者の移動を支
援する技術が公募され、21技術が参加した。橋梁分野の実施
場所は、蒲原高架橋（静岡県）と幸久橋（茨城県）の2つであり、
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それぞれ、コンクリート床版橋、コンクリート橋と鋼橋の混合
橋である。
参加したロボットは、車両型、懸架型、飛行型、吸着型、ポー
ル型、それら以外の6つに大別される。これらのタイプのロ
ボットを図1にまとめる。
実証試験は、与えられた時間の中で、ロボットの準備、運用、
撤収を行い、得られたデータを持ち帰り、そのデータを用いて
点検調書を作成し、予め主催者が点検した内容がどの程度ま
で網羅されているか、また時間や費用の上で従来の方法に比
べてどの程度効果があるのかについて評価がなされた。評価
結果は本プロジェクトの専用ポータルサイトにて公表されて
いる3）。

	3	 ドローンに期待する橋梁点検の内容
橋梁点検に対してドローンがその威力を発揮するのは、ア
クセス性の悪い部位の点検画像の取得と俯瞰的・網羅的画像
の迅速な取得の2面においてである。

前者については、図2に示すような部位の点検に関する情報
の取得が期待できる。特に、容易に下面に人が近寄れない状況
にある橋梁（河川上の桁、高橋脚橋梁）に対しては、現在、大
型橋梁点検車やロープアクセスの方法がとられているが、コ
スト、安全面の両面から、ドローンの利用によってメリットが
出る可能性はあると思われる。

車両型

飛行型

ポール型

懸架型

吸着型

それら以外

図1　橋梁維持管理実証試験に参加したロボットの主な種類

図2　ドローンの活用が有効と思われる橋梁点検の部位と損傷内容

4）を参考に作成
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俯瞰的・網羅的な画像の取得については、得られた情報が、
点検調書作成の際の作業効率向上に役立つ他、長期的なモニ
タリングや設計図の存在しない橋梁の図面化等、定期点検要
領の枠外での維持管理に貢献できる。

	4	 �川田テクノロジーズが開発を進める�
橋梁点検用マルチコプタ

川田テクノロジーズを中心とした研究開発コンソーシアム
は、橋梁下面の近接目視支援を目的とした2種類のマルチコプ
タシステム（マルコ™）を開発し、実証試験に臨んだ。図3に
我々が最終目標とするシステムの形態を示す。システムは迅
速かつ網羅的に橋梁下面の画像を取得する高精細画像取得用
マルチコプタと風等の影響を受けずに安定して桁の詳細な状

況を観察できる橋梁脱着型マルチコプタからなる。双方とも、
歩道から機体をつり下げて運用する。機体は安全索と給電の
ための有線ケーブルで橋上と接続されており、安全対策と必
要な飛行時間の確保を実現している。以下に個々のシステム
の概要を説明する。

4.1　高精細画像取得用マルチコプタ
図4に高精細画像取得用マルチコプタの外観、表1にその仕
様を示す。本マルチコプタは機体上のジンバル雲台（回転雲
台）に載せた高解像度カメラにより短時間で床版、桁の網羅的
画像を取得する。電力は給電ケーブルにて地上から供給され、
十分な飛行時間が確保されている。また、突風等の外乱で生じ
る機体の流れに高い応答性で対応する外乱抑制制御を開発し
機体に実装した。

図4　高精細画像取得型マルチコプタの外観

図3　川田テクノロジーズ株式会社研究開発コンソーシアムが開発を進める2種類の点検用マルチコプタ

表1　高精細画像取得型マルチコプタの仕様
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平成27年11月に幸久橋で行われた国交省実証試験では、橋
梁の様子を網羅的に把握するための飛行ルートを予め設定し、
そのルートに沿って機体を手動で操縦して画像を取得した。
得られたデータは持ち帰って3次元化処理を行った。点検調書
作成については、オリジナルデータから損傷程度を把握し、3

次元化されたデータによって損傷位置の特定を行った。図5に
国交省実証試験で実際に点検を行っている様子、図6に得られ
たデータの処理の流れを示す。

4.2　橋梁脱着型マルチコプタ
図7に橋梁脱着型マルチコプタの外観、表2にその仕様を示
す。本システムは、鋼I桁橋下面の近接目視点検支援を目的と
して開発された。橋梁に磁着し、ロボットアームを延伸させて
床版や桁に近接させる機能を有しており、遠望からでは観察
が困難な複雑な構造を有する橋梁の細部画像を取得すること
ができる。
機体本体は、1,000mm四方、高さ570mm、質量7kgの4枚
ロータ有線給電式の機体である。機体上部に永久磁石と駆動
輪を具え、鋼橋への磁着、移動、離脱を行うことができる。機
体下部には、旋回式のカメラアームを装備し、橋梁に磁着後
アームを展開して、カメラを橋桁に近接させ画像を取得する。
さらに機体の位置を計測・記録するために、ポールと追尾用
のジンバル及び赤外線ステレオカメラから構成されるLPS 

図6　高精細画像取得用マルチコプタが取得した画像の処理

図5　試験の様子（高精細画像取得用マルチコプタ）

図7　橋梁脱着型マルチコプタの外観

表2　橋梁脱着型マルチコプタの仕様
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（Local Positioning System）を開発した。本装置は橋梁の防護
柵に固定し桁下に伸ばして使用する。
平成27年11月に幸久橋で行われた国交省実証試験では、添
架物周辺、ガセット上面など、遠望からでは観察できない箇所
を予めピックアップした。そしてそれらの部位に対して橋梁
への磁着、移動、カメラアームの展開、画像取得、離脱の一連
の機能を繰り返し用い、画像を取得した。図8に国交省実証試
験で実際に点検を行っている様子、図9に得られたデータの一
例を示す。

	5	 国交省実証試験の結果
実証試験の結果は次の4つのクラスで公表された。
I．試行的導入に向けた検証を推奨する。
Ⅱ． 課題の解決を前提に、試行的導入に向けた検証を推奨
する。

Ⅲ． 課題への対応・結果により、試行的導入に向けた検証を
推奨する。

Ⅳ．今回は十分な検証ができていない。
ドローンで参加した7技術のうち、I：1件、II：4件、III：1件、

IV：1件であった。（7技術のうち、1件は要素検証のための参
加であり、評価なし。）当研究コンソーシアムの評価はII（高精
細画像取得用マルチコプタ）であった。

	6	 明らかになった課題
本実証試験にて移動範囲の広さ、速さについてのドローンの
優位性が実証された。その一方で、「課題解決が前提」という評
価を受けた技術がほとんどであったように、実運用に対して解
決すべき課題があることも明らかになった。5）では、国交省実
証試験の総評とともに、参加した各技術への課題が説明され
ており、ドローンの橋梁点検への活用に対する今後の開発の方
向性を示す貴重な資料となっている。以下では、この資料を元
に、本試験を通じて明らかになった課題を3点説明する。

図8　試験の様子（橋梁脱着型マルチコプタ）

図9　橋梁脱着型マルチコプタで得られた細部画像
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（1）　ひび割れ等の損傷検出率、検出精度の向上
参加したほとんどのドローンが画像からのひび割れ等の
検出率や損傷精度について課題を残した。当研究コンソーシ
アムの結果においても、ひび割れの検出率は40％程度にとど
まった。0.1mm或いはそれ以下のひび割れの検出を目標とし
た場合、機体をより対象に近接させて鮮明な画像を取得する
必要があった。また、画像だけでは、ひび割れか、汚れかの判
別がつきにくく、判別に迷うこともあった。ひび割れの自動検
出についての研究開発の動向も注視しながら、求められる画
像の品質、撮影条件等を定量化する必要がある。
（2）　機体操縦に求められる技量の低減
ドローン特有の課題として、「効率よくデータ取得ができて
いたが、オペレータの技量による部分が大きい」という指摘が
挙げられていた。橋の下は、GPS取得が困難なため、機体は位
置情報を持つことができない。そのため、位置の制御はオペ
レータの技量に頼らざるを得ない。国交省実証試験では、レー
ザレンジセンサを用いたSLAM（Simultaneous Localization 

and Mapping）やかご型による接触を前提とした技術などでこ
の問題に対応しようとする例が見られた。当研究コンソーシア
ムの機体についても、突風等による機体の反応を低減する外
乱抑制制御技術の効果は確認できたが、基本的な操縦は人が
行っており、運用にはある程度訓練された操縦者が必要であ
る。橋梁点検の効率化という観点からは、機体運用に伴うコス
トを極力おさえる必要がある。本問題もドローンの橋梁点検へ
の利用を促進するために解決しなければならない技術的課題
の一つである。
（3）　橋梁点検要領の中での効果的な使い方の検討
橋梁点検は、人による近接目視が基本である6）。損傷状況の
正確な把握のためには、人が現場に行って見ることが必要不
可欠という考え方に基づいている。一方で、今後労働者が減
少していく社会において、増大する老朽化した橋梁の点検を
確実に実施するためには、人が行う作業をできるだけ減らし、
その分をロボット化によって担保するという、ロボットとの協
働を実現する考え方が必要になる。国交省実証試験の評価報
告書においても、「スクリーニング」という概念が例として挙
げられている。このようなロボットとの協働を実現するため
には、まずは、実地でのロボットの利用を積み重ね、得られた
データを元に協働できる仕組みを合理的に構築していく作業
が必要であると考える。これは、国、点検事業者、橋梁メーカ、
ロボット技術者の全員が長期的に関与して取り組んでいかな
ければならない課題であろう。

	7	 まとめ
本稿では、平成27年度に実施された国交省実証試験を題材
に、ドローンを利用した橋梁点検システム技術の動向と課題
を解説した。
容易に空中を移動できるドローンは近年爆発的な広がりを
見せている。特に、空中からの俯瞰的な画像の取得にドローン
は最適であり、画像処理ソフトウェアの進歩との相乗効果で
今後もこの用途での利用は増えていくものと思われる。
一方で、橋梁点検への応用は、これからその適用方法を開
拓していく段階にある。機体の運用環境が厳しいこと（非GPS

環境、橋下の強風）に加え、ドローンに求められる作業の種類
が多く、かつ必要とされる精度が高いことに理由がある。
しなしながら、橋梁の老朽化対策は待ったなしである。研
究室で完全なものができるのを待って運用に入るのでなく、
使いながらその効果や問題点を探り、更には人との作業の棲
み分けも同時に模索していく、という開発方法が必要である。
当コンソーシアムでもH28年度～H29年度の助成事業として
NEDOの支援を受けながら開発を継続しており、実証試験を
精力的に行うことで橋梁点検用としてのマルチコプタの最適
化を図っていく所存である。
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